
- 1 - 

第２期北海道雇用・人材対策基本計画 令和８年度(2026 年度)推進計画の概要  

 
令 和 ８ 年 (2026 年 )３ 月 北海道 

 

Ⅰ 推進計画の位置づけ     
令和６年度から令和９年度までの４年間を計画期間として策定した「第２期北海道雇用・人材対策

基本計画」（以下、「第２期基本計画」という。）の実効性を高め、的確な施策の展開を図るため、

令和８年度における取組内容や具体的な事業等を示すもの。 
 

Ⅱ 本道の雇用情勢・取組方針  
 
・労働力人口は、令和４年から増加していたが、令和７年は、前年と同数となった。 

・有効求人倍率は、令和８年１月時点で 0.88倍であり、令和７年を通して、1倍を下回っているもの

の、建設・土木作業員等の建設採掘、警備員等の保安、介護や接客・給仕等のサービス、整備工・

修理工等の生産工程、自動車運転手等の輸送運転など幅広い職種において、人材の確保が課題とな

っている。 

・物価上昇等が雇用に与える影響にも留意し、情勢の変化を適時・的確に把握していく必要がある。 

・こうしたことを踏まえ、「安心して暮らし続けられる北海道」の視点から、「持続可能な地域づくり

と地域を支える人づくり」に向けて、地域を支える各分野における人材の育成・確保や多様で柔軟

な働き方がしやすい環境の整備、雇用のセーフティネットの整備に取り組むとともに、「未来を見

据え挑戦する北海道」という視点から、食や観光など本道の強みである産業振興と合わせて、洋上

風力発電の風車の製造拠点誘致や道内企業の参入促進を強化するなど、ＧＸやＡＩ-ＤＸ関連産業

の振興に取り組むとともに、半導体の製造・研究・人材育成等が一体となった複合拠点の実現に向

けた取組等を推進することで、良質で安定的な雇用の実現を図る。 
 

Ⅲ 関連事業について  
 

第２期基本計画における「施策の方向性」や「主な取組」に合致する事業で、道が実施する事業の

ほか、道と「北海道労働政策協定」を締結した北海道労働局や（独）高齢・障害・求職者雇用支援機

構、情報共有を通じ施策の積極的な相互活用を図っている北海道経済産業局の事業も含めている。 

【令和８年度事業数 延べ４４４事業】 

［内訳］ 

・北海道        ３９３事業（経済部：１９１事業、その他：２０２事業） 

・北海道労働局    ３３事業 

・(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構北海道支部 １３事業 

・北海道経済産業局  ５事業 
 

Ⅳ 令和８年度の目標  
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

①女性の労働参加 ②仕事と家庭の両立 ③高齢者の労働参加 

・女性の就業率：前年(50.5%)より上昇 

・女性の正規雇用比率：前年(46.7%)より上昇 

・育児休業取得率(男性)：57.0％以上 

・(取得者のうち)育休取得期間が 

 5日以上であった割合(男性)：94.4％以上 

・高齢者(65歳以上)の 

就業率：24.6％以上 
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労働力率：前年（令和７年：60.1％）より上昇

以上(暦年) 

就業率：前年(令和７年：58.4％)より上昇 

資料出所：総務省「労働力調査」 

％ 

計画 

基準値(R5) 

59.2％ 

R８目標値 

前年より上昇 
％ 

計画 

基準値(R5) 

57.6％ 

資料出所：総務省「労働力調査」 

R8目標値 

前年より上昇 

＜目標達成に向けた関連指標＞ 

現状値(R7) 

58.4％ 現状値(R7) 

60.1％ 
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Ⅴ 令和８年度(2026年度)推進計画の主な取組 
 

  

・ジョブカフェ・ジョブサロン北海道において、若者、女性、高齢者などの求職者へきめ細かな就 

職支援サービスを提供。 

・就職氷河期世代等の就労を促進するため、専任のコーディネーターによる相談対応、セカンドキ  

 ャリアの構築やライフプラン・資産形成に向けたセミナー、企業とのマッチングを実施。 

・半導体の製造・研究・人材育成等が一体となった複合拠点の実現のため、札幌市や千歳市と連携

し、北大・千歳科技大の資源を活用して研究開発・人材育成等を実施するとともに、道内の小中

学生・高校生を対象とした体験教室や出前講座などを実施し、若年層における半導体分野の認知

度・関心の向上を図る。 

・ＡＩチャットボットの導入による効率的な移住相談体制の構築や、北海道への移住を促進するプ

ロモーションの実施により、地方移住関心者を取り込み、移住定住を促進。 

・外国人の地域おこし協力隊を配置し、地域での相談対応等の支援を通じて、外国人の道内定着に

つながるモデル事業を実施。 

・人手不足が深刻な道内事業者への人材確保を支援するため、事業者及び就職者へ支援金等を支給。 

・道内ものづくり企業におけるＩｏＴ、ロボティクス等の先端技術を有する人材の確保・育成及び

職場定着のため、コーディネーターによる課題解決や専門人材の育成研修等を実施。 
  

  

・「北海道カスタマーハラスメント防止条例」に基づき、道民へのカスタマーハラスメント防止

の周知啓発に取り組むとともに、企業、団体、行政など様々な主体による取組を促進。 

  ・道が定める戦略的雇用創造分野の人材を確保するため、セミナーや相談会、専門家派遣により

道内企業の多様な人材の受入れに向けた職場環境整備や採用力の向上を支援。 

  ・男性の育児休業取得などをはじめとした労働関係法令等について中小企業の事業主や労働者に

対して普及啓発を実施するほか、働き方改革に取り組む企業の認定を実施。 

・介護・福祉従事者に対して幅広く賃上げ支援を実施するとともに、職場環境改善に取り組む事

業所等を支援。 
  
  

・生産性向上を通じた賃上げ環境の整備等を図るため、エネルギー価格や物価高の影響を受けた

中小・小規模事業者に対し、新事業展開、新商品・サービス開発、設備投資等を支援。 

・ＡＩ・ＤＸ技術を駆使したスマート農業技術を活用できる環境を整備するため、市町村等を対

象とした「ＡＩ・ＤＸ技術を活用したスマート農業技術の育成プログラム」を新設。 

・地域への高い経済波及効果が見込まれる洋上風力関連産業の集積のため、海外風車メーカーの

製造拠点誘致や道内外関連企業の参入促進、地域の機運醸成を図る。 

・全道域でのＧＸ産業の集積と札幌市域での金融機能の強化集積に向け、「北海道・札幌市ＧＸ

金融情報発信協議会」の事業実施に係る経費負担や「北海道ＧＸ推進税制」に係る事業計画の

認定事務等を実施。 

・道内事業者へのマーケティング支援を充実させるため、国内アンテナショップ（どさんこプラ

ザ）の機能強化を実施。 

・道内の観光地づくりを推進するため、地域の特性や実情に応じた観光地づくりを支援。 

  ・ＡＩをはじめとするデジタル技術を持つスタートアップ等の力を積極的に活用し、本道の多様

な実証フィールドを生かした実証・実装の促進を通じて、全道 179市町村の地域課題解決及び

産業振興を図る。   
   

・地域における大量離職者の発生等に対し、職業・生活相談や求人要請・開拓、職業訓練の実施等

の所要の対策を行う「緊急雇用対策プログラム」を実施し、離職者の早期再就職を支援。 

・中小企業者等の経営安定と金融の円滑化を図るため、金融・経営相談を実施するほか、制度融資等

の活用による円滑な資金供給などを実施。 

２ 就業環境の整備 

３ 生産性や収益力の向上 

１ 人材の育成・確保 
 

４ 雇用のセーフティネットの整備 


